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意見聴取対象者等
　
	
	意見聴取の対象（※１）
	意見聴取に必要な事項
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個人の場合
	①　入札参加事業者


	・氏名、生年月日、性別、住所
・商号又は屋号（※２）


	
	
	②　①の法定代理人（※３）

	・氏名、生年月日、性別、住所
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	③　入札参加事業者

	・商号又は名称
・主たる事業所の所在地


	
	
	④　③の役員（※４）


	・氏名、生年月日、性別、住所、役職名

	
	
	⑤　④の法定代理人（※３）

	・氏名、生年月日、性別、住所

	
	
	⑥　③の主要株主等（※５）（個人）
	・氏名、生年月日、性別、住所


	
	
	⑦　③の主要株主等（※５）（法人）

	・商号又は名称



	
	
	⑧　相談役、顧問等④と同等以上の支配力を有する者
	・氏名、生年月日、性別、住所

	
	
	⑨　③の親会社等（※６）（個人）
	・氏名、生年月日、性別、住所


	
	
	⑩　⑨の法定代理人（※３）
	・氏名、生年月日、性別、住所


	
	
	⑪　③の親会社等（※６）（法人）
	・商号又は名称


	
	
	⑫　⑪の役員（※４）
	・氏名、生年月日、性別、住所

	
	
	⑬　⑫の法定代理人（※３）
	・氏名、生年月日、性別、住所

	
	
	⑭　相談役、顧問等⑫と同等以上の支配力を有する者
	・氏名、生年月日、性別、住所




※１　「意見聴取の対象」は、それぞれ該当する者がいる場合に対象とする。
※２　「商号又は屋号」は、商号登記をしているときはその商号を、商号登記していないときは屋号等の名称のうち１個を記載する。
※３　「法定代理人」とは、営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者の場合の当該未成年者の法定代理人をいう。
※４　「役員」とは、理事、取締役、執行役、業務を執行する社員、監事、監査役又はこれらに準ずる者をいう。
※５　「主要株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を所有する株主及び出資総額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。
※６　ここでいう「親会社等」は、入札参加事業者に対して公共サービスの改革に関する法律施行令第３条第１項各号のいずれかに該当する関係（特定支配関係）を有している者のみをいい、同条第２項に規定する者は含まないものとする。
①　その総株主（株主総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使することができない株主を除く。）又は総出資者の議決権の過半数を有していること。（第１号）
②　その役員（理事、取締役、執行役、業務を執行する社員又はこれらに準ずる者をいう。以下同じ。）に占める自己の役員又は職員（過去２年間に役員又は職員であった者を含む。以下同じ。）の割合が２分の１を超えていること。（第２号）
③　その代表権を有する役員の地位を自己又はその役員若しくは職員が占めていること。（第３号）
※７　意見聴取に際し、必要に応じて、住民票の写し、戸籍抄本、未成年者登記簿の謄本又は登記事項証明書等の確認書類の提出を求める場合がある。



